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神奈川県議会 2022年第3回定例会［前半］（2022/9/7～10/14） 

日本共産党 石田和子県議代表質問（要旨）＝一括質問＝ 

2022年9月13日（火）14：25～15：20 

≪主な質問項目≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔１〕障がい者の人権を守る県政に 

（１）「当事者目線の障害福祉推進条例案」について 

ア）条例制定の理念と基本原理を謳う前文及び「政策立案過程への障害者の参加」について 

本年第 1 回定例会に報告された当条例骨子案に対するパブリックコメントが 4月 7 日から 5月 6

日まで実施されましたが、寄せられた 610 件の「意見要旨」と「県の考え方」の報告がないまま、

第 2回定例会の厚生常任委員会に「条例素案」が報告されました。 

委員会で私は、2008年発効の障害者権利条約に言及し、規定されている障がい者の人権や基本的

自由の享有を確保し、社会の一員として尊厳を持って生活する権利の実現、及び 2016 年に施行さ

れた障害者差別解消法の理念を入れることを求めました。また、「政策立案過程への障害者の参加」

ついて、当事者が「参画」する条例検討委員会の設置を求めてきました。 

そこで知事に伺います。 

障害者権利条約や障害者差別解消法の理念を条例の前文にどのように反映させたのか、伺います。

また、計画段階から意見を述べ主体となって関わるために、「参加」にとどまらず、「参画」を条例

に反映することについてどのように考えるのか、見解を伺います。 

［黒岩知事］ 

 

 

 

 

 

〔１〕障がい者の人権を守る県政に 

（１）「当事者目線の障害福祉推進条例案」について 

ア）条例制定の理念と基本原理を謳う前文及び 

「政策立案過程への障害者の参加」について 

イ）努力規定を義務規定とすることについて 

（２）障がいのある方が地域で安心して暮らせるための人材確保について 
 

〔２〕安心安全な保育所について 

（１）保育所の実地監査について 

（２）保育士の配置基準の改善について 
 

〔３〕物価高騰に対する医療機関、高齢者施設等への補助について 
 

〔４〕新型コロナウイルス感染症対策について 

（１）検査体制の拡充と健康観察について 

（２）保健所及び医療体制の逼迫を繰り返さない対策について 

（３）後遺症対策について 
 

〔５〕がけ地近接等危険住宅移転事業について 
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イ）努力規定を義務規定とすることについて 

次に、条例素案では条文の肝となる部分の多くを努力規定としていますが、障害者差別解消法な

どに則り、義務規定にすることを求めました。 

一つ、「障害を理由とする差別、虐待な

どの禁止」については、端的に「尊厳を

害する行為を禁止する」とか「不当な差

別をしてはならない」などと明記すべき

です。 

二つ、「障害を理由とする差別に関す

る相談、助言等」及び権利条約の大事な

柱である「社会的障壁の除去」について

も、義務規定にすべきです。 

三つ、「財政上の措置を講じるよう努

めるものとする」としていますが、条例に則った施策を実施するには、今後、基盤整備や人材の確

保、メニューの拡充が必要です。「財政上の措置を講じる」と義務規定とすべきです。 

そこで知事に伺います。 

障害福祉を強力に推進するためには、今述べた３点について、努力規定でなく義務規定にすべき

と考えますが、それぞれについて見解を伺います。 

［黒岩知事］ 

 

 

 

 

 

（２）障がいのある方が地域で安心して暮らせるための人材確保について 

障害のある方が、必要な支援を受けながら希望する場所で暮らす上で、地域活動支援センターや

グループホームの果たす役割はますます重要です。 

日中活動を支える地域活動支援センターは、ここ数年の最低賃金の上昇や物価高の影響を受けて

運営が逼迫していますが、2005年、自立支援法施行時に国が示した運営に係る市町村基準額は、そ

の後一度も改定されていません。地域活動支援センターとして 5 年以上、実利用人員 10 名以上の

「3型」で言えば、「国庫補助追加加算標

準額」は 150 万円、「地方交付税による

自治体補助事業」は600万円のままです。 

また、地域で暮らすためにグループホ

ームを増やすことが必要ですが、「人材

がいつも足りない」、「賃金が上がらず、

働き続けたくても続けられない」、多く

の職種で成り立つ障害福祉サービスで

すが「報酬の処遇改善加算の対象になら

ないのは不公平」との声があります。 

そこで知事に伺います。 

地域活動支援センターについて、国に対して「国庫補助金追加加算標準額」と「地方交付税によ

る自治体補助事業」の増額を求めるべきと考えますが見解を伺います。また、県として、全職種を
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含めた処遇改善加算になるよう国に要望すべきと考えますが伺います。 

［黒岩知事］ 

 

 

 

 

 

〔２〕安心安全な保育所について 

（１）保育所の実地監査について 

保育施設は、乳幼児が長時間生活する成長にとって大切な場所です。保育所には、原則、都道府

県による年 1回の実地監査が義務付けら

れています。 

パブコメの意見には、現地監査の重要

性を訴える意見が多数を占めました。 

実地監査は施設の匂いや汚れ、整理整

頓の欠如、2 方向避難路が確保されてい

るか、給食が献立通りに調理されている

か、保育指針に基づく保育がされている

かの視点も重要であり、子どもや職員の

表情など、現場で得られる情報は書類の

比ではありません。乳児は、何か問題が

起きても誰かに伝える術がないのです。 

子どもの命と安全をどう守るのかが

問われており、実際の職員の配置が適切

かなど、現地監査が大変重要です。 

新型コロナウイルス感染症が発生す

る前年の 2019 年度の認可保育所の実地

監査の実施率は 74.4％、認可外は

65.3％、幼保連携型認定こども園はさら

に低い実施率です。 

そこで知事に伺います。 

実地監査の重要性の認識と、今後、実施率 100％を目指すべきと考えますが、見解を伺います。

また、保育所の増加に対応し、現場の保育の実態を見極める専門性と監査体制が重要ですが、どの

ように体制を拡充していくのか伺います。 

［黒岩知事］ 

 

 

 

 

 

（２）保育士の配置基準の改善について 

イギリスでは 0歳から 2歳児は保育士 1人に子ども 3人、1対 3の基準で、4・5歳児は 1対 8で
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すが、日本では 1・2歳児は 1対 6と 55年前のまま、4・5歳児は 1対 30で 74年前のままです。 

保育所は 1 日 11 時間、週 6 日、66 時

間開所、これが基本です。長時間の保育

において、公定価格に基づく保育士の人

数では、休憩時間や配置基準など法令を

遵守してのシフトを組めません。 

そのため現場では、公定価格の中で非

常勤職員を雇い人件費を抑えるなどし

て、保育士を最低基準の 1.9倍の人員で

やりくりしています。 

それでも足りなくて休憩時間が取れ

ないという実態は、労基法違反です。保

育士が休憩時間を確保することは、保育

の質の向上の観点からも重要です。一人

一人の子どもの成長と安全にかかわる

問題です。 

そこで知事に伺います。 

1・2歳児の配置基準が 1対 6、4・5歳

児が 1 対 30 で、一人一人の子どもに応

じた発達の援助が丁寧にできると考え

るか伺います。また、公定価格に基づく

保育士の人数で、休憩時間や配置基準など、法令を遵守して長時間保育のシフトを組めると考える

か伺います。さらに、配置基準を引き上げることを国に要望するとともに、県として加配を検討す

べきと考えますが、見解を伺います。 

［黒岩知事］ 

 

 

 

 

 

〔３〕物価高騰に対する医療機関、高齢者施設等への補助について 

食材費、光熱費、ガソリン代などの高騰で、医療機関や高齢者施設、障害者施設、保育所などか

ら、運営が逼迫しているとの訴えが届いています。 

厚生労働省は 6月７日、地方創生臨時

交付金を各自治体の判断で物価高騰の

負担軽減に活用しても良いとの事務連

絡を発出しました。高齢者施設には、大

阪府や愛知県が、通所系や訪問系の事業

者対象に燃料費補助を実施。愛知県は、

保育所給食も対象にしました。平塚市の

学校、保育所ヘの食材費の高騰補助な

ど、幾つもの自治体が実施しています。 
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そこで知事に伺います。 

県の地方創生臨時交付金の残額 65 億円を活用して、医療機関や福祉施設、保育所などに物価高

騰等に対する補助を検討すべきと考えますが、見解を伺います。また、本来は国の財政措置の拡充

が必要であり、診療報酬や介護報酬の引き上げを国に求めるべきと考えますが、見解を伺います。 

［黒岩知事］ 

 

 

 

 

 

〔４〕新型コロナウイルス感染症対策について 

（１）検査体制の拡充と健康観察について 

第 7 波の新規感染者数は過去最多となり、8 月 1ヶ月間の全国のコロナによる死者数は過去最多

だった 2月の 1.5倍、7,000人超でした。本県の病床利用率は 8月 9日、全国で最も高い 98％。 

通常医療の支障や救急困難事例が多発。発熱外来は電話がつながらない、また、高齢者施設のク

ラスターの発生や訪問介護シフトが崩壊する事態になり、高齢のコロナ感染者が介護難民になると

いう深刻な事例が報道されました。今やるべきは、こうした厳しい事態に対する早期発見、早期治

療の対策であり、まずは感染症対策の基本である検査体制を拡充すべきです。 

東京では 20 代の基礎疾患がない男性が軽症で自宅療養中に死亡しましたが、こうした事態を防

ぐために、容体悪化や重症者を見逃さない健康観察が必要です。 

そこで知事に伺います。 

検査体制を拡充するために、県内数カ所で無料の検査センターを整備するほか、医療や介護現場

の頻回、定期的検査を実施すべきと考えますが伺います。 

健康観察について、自宅療養者や宿泊療養者の容体悪化をどのように把握し、早期受診につなげ

る仕組みをどのように確保するのか伺います。 

［黒岩知事］ 

 

 

 

 

 

（２）保健所及び医療体制の逼迫を繰り返さない対策について 

コロナ禍の下、脆弱な医療体制・保健所体制が明らかになり、私たちは、こうしたことがないよ

うに、感染症医療とともに通常医療や救急医療に支障を来たさない余力のある医療体制や保健所体

制の強化が必要と求めてきました。 

県は 6月、「新型コロナウイルス対応に係る検証と国への提言」を行いました。「コロナで顕在化

した保健医療提供体制の問題点」を 4点挙げていますが、その中で私が重要と思ったのは、一つは、

日本の医療機関は民間中心で公的医療機関が少なく、平時に最適化された経営を求められてきたた

め、有事に必要な健康危機管理対応を行う余裕を持てない状態であったこと。二つは、感染症に対

応できる医師・看護師などの人材不足のほか、クラスターが多発した高齢者施設などを含め感染症

のノウハウを備えた看護助手や介護従事者も大幅に不足し、医療・介護提供体制の維持に支障を来
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たしたこと。三つは、健康危機に際して、平時に最適化されている自治体・保健所では、危機管理

に対応する体制が作れなかったと検証していることです。 

本県の絶対的な医師、看護師、保健師

の不足があります。2020年 12月の人口

10万人あたりの医師数は全国 39位、看

護職員、保健師数は 47位と全国最下位

です。 

そこで知事に伺います。 

コロナ禍の下、明らかになった医療提

供体制の脆弱さを解消するために、本県

として医師・看護師数などの体制強化を

どう図るのか伺います。保健所体制の強

化についても急がれます。保健師の増員を図るべきですが、伺います。 

［黒岩知事］ 

 

 

 

 

 

（３）後遺症対策について 

オミクロン株の後遺症は、従来株の症状から変化し、倦怠感、頭痛、認知機能が低下する『ブレ

インフォグ』などの症状に長期間苦しむ方が多いとのことですが、後遺症の治療は日々研究され知

見が高まっていると聞きます。 

本県では、身近なかかりつけ医や近隣

の医療機関で受診し、専門的な対応を要

する場合、2 次医療機関につなぐ仕組み

を構築しています。 

取り組みが進んでいる下でも、「何軒

も病院を探した」、「ブレインフォグで苦

しんでいるが周囲の理解が得られな

い」、「治療法の確立とともに、治療法の

早急なシェアとアップデートが県内の

ドクター間でできるようにしてもらい

たい」などの要望があります。 

そこで知事に伺います。 

医療機関において、診断や治療方法を共有するとともに、後遺症対応医療機関を増やす今後の取

り組みについて伺います。東京都のような症状分析を行うとともに、「コロナ後遺症相談窓口」を

設置し、生活相談窓口にもアクセスできる仕組みが必要と考えますが、見解を伺います。 

［黒岩知事］ 
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〔５〕がけ地近接等危険住宅移転事業について 

国は、がけ崩れ、土石流などの危険から住民の命の安全性を確保するため、災害危険区域内にあ

る既存不適格住宅などの移転に対して支援を行う「がけ地近接等危険住宅移転事業」を設け、土砂

災害特別警戒区域、いわゆるレッドゾーン内にある住宅の除却費や移転経費、住宅建設や改修・購

入費などへ補助します。国が 2分の 1を

補助し、残りの 2分の 1を地方公共団体

が負担するものとなっています。 

福岡県、熊本県、大分県、広島県、兵

庫県、岩手県、静岡県、大阪府などは、

がけ地対策を強化するために県が市町

村と同率に補助をしています。レッドゾ

ーンを指定した県として、市町村に対

し、財政支援を行う姿勢をまずは示し、

市町村が対策を促進できるようにすべ

きと考えます。 

神奈川県内においては、急傾斜地、土石流、地滑りのレッドゾーンは、併せて 8,911カ所、私の

地元川崎市では 551カ所指定しています。 

そこで知事に伺います。 

本県も広域自治体として、他県の例を参考に、市町村と連携してがけ地近接等危険住宅移転事業

を実施すべきと考えますが、見解を伺います。 

［黒岩知事］ 

 

 

 

 

 


